
令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第

号
)

官
報

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の確認を受けていない者も上記４及びに
より申請書及び確認資料等を提出することが
できるが、競争に参加するためには、開札時
までに、当該資格の確認を受け、かつ、競争
参加資格の確認を受けていなければならな
い。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KITABAYASHI Eiic‑

hiro, Director General of Kyushu Regional

Agricultural Administration Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Work Ki‑

tashinchi Drainage Pump Station, the Ya‑

tushiro Plain Agricultural irrigation project

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms : 4 : 30 P.M. January 29th, 2024

 Time limit for the submission of tenders,

technical proposals and relevant documents

for the qualification : 12 : 00 P.M. February

29th, 2024

 Contact point for tender documentation :

KIKUCHI Masaru, Technological Review

Section, Design Division, Rural Develop‑

ment Department, Kyushu Regional Agri‑

cultural Administration Office, Kasuga 2
101, Nishi‑ku Kumamoto city, Kuma‑
moto prefecture 8608527 Japan. TEL
0962119111 ex. 4727.

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、電子契約システム対象工事である。
令和６年１月 15 日
支出負担行為担当官
中部地方整備局副局長 西尾 保之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第 19 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和６年度 名古屋港新土砂処分
場埋立護岸基礎工事（電子入札対象案件）（電
子契約対象案件）

 工事場所 愛知県常滑市セントレア地先
 工事内容 本工事は、名古屋港の新土砂処
分場の基礎工を施工するものである。（詳細は
入札説明書による。）
 工期 令和７年２月28日まで
 本工事は、資料の提出、入札を原則として
電子入札システムで行う対象工事である。な
お、電子入札システムによりがたいものは、
例外的に支出負担行為担当官の承諾を得て紙
入札方式に代えることができる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。
 本工事は、別に公示する特定建設工事共同
企業体（以下、「特定ＪＶ」という。）の資格決
定を受けた者と一般競争参加資格の決定を受
けている者（以下、「単体有資格業者」という。）
が競争参加することができる「混合入札」の
方式によるものである。
 本工事は、入札書、技術資料及び技術提案
の同時提出を行う工事である。
 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価方式のう
ち、品質確保のための体制、その他の施工体
制の確保状況を確認し、施工内容を確実に実
現できるかどうかについて審査し、評価を行
う施工体制確認型総合評価方式の試行工事で
ある。
 本工事は、情報ネットワークを活用した受
発注者間の情報の電子化、共有化、承認経路
の自動化と電子納品を実施する。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、入札時ＶＥ方式（総合評価落札
方式）の提案範囲を除く。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を専任で配置可能とする「若手技術者登
用促進型」の試行工事である。なお、技術指
導者の配置については、競争参加資格確認申
請書の提出者が選択できるものとする。若手
主任（監理）技術者は、令和５年４月１日時
点で満40歳未満の者とする。
 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務の取扱いの対象工事である。ただし、
低入札価格調査の対象となった場合を除く。
 本工事は、競争参加資格確認申請書を提出
した者に対し、見積参考資料（金抜き設計書）
を開示する工事である。
 本工事は、中間前金払に代わり、出来高に
応じた部分払を選択することができる、「出来
高部分払方式」の対象工事である。
なお、選択に当たっては、落札決定後、速
やかに支出負担行為担当官に通知するものと
する。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事における予定価格の作成にあたって
は、技術資料・入札書の同時提出期限日を基
準として単価等を適用する。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionに基づき、ＩＣＴの全面的活
用を図るため、起工測量、設計図書の照査、
施工、出来形測量、検査及び工事完成図書や
施工管理の記録及び関係書類について３次元
データを活用するＩＣＴ活用工事である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る
i‑Constructionの取り組みにおいて、ＣＩＭ
（Construction Information Modeling／
Management）を導入することによって、
ＩＣＴの全面的活用を推進し、建設生産プロ
セス全体でのＣＩＭモデルの活用による課題
解決および業務効率化を図ることを目的とし
て実施するＣＩＭ活用工事（発注者指定型）
である。

 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」、契約
締結後に「積算の内訳」を示す資料を公表す
る工事である。「積算の内訳」については、当
面の間、契約後に閲覧場所により公表する。
 本工事は、港湾建設業等における労働賃金
改善に関する取組みを促進するための「労務
費見積り尊重宣言」促進モデルの試行工事で
ある。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（以下、「特
例監理技術者」という。）の配置は認めない。
 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用モデル工事の試行対象工事である。
 本工事は、見積参考資料の開示時に発注者
が想定している概略工程表を開示する試行工
事である。なお、本試行の効果の検証に関す
るアンケート調査に協力するものとする。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定ＪＶ又は単体有資格業者であるこ
と。なお、特定ＪＶとして競争に参加する場合
は、当該工事について特定ＪＶとしての競争参
加資格決定を受けること。（構成員数は２社又は
３社とする。）
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 中部地方整備局における令和５・６年度港
湾土木工事に係る一般競争参加資格の決定を
受けている者であること。
 中部地方整備局における令和５・６年度港
湾土木工事に係る一般競争参加資格の決定の
際に算定した客観点数が、1150点以上の者
であること。（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、中部地方整備局副局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再審査の際に算
定した当該令和５・６年度港湾土木工事にお
ける客観点数が上記点数以上であること。）な
お、特定ＪＶの代表者以外の構成員にあって
は、上記の客観点数を850点以上とする。
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